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1．研究の背景と目的 

 多くの地方都市において若者の都市圏への流出が加

速化しており，地域の衰退が懸念されている．その解

決策として住民参加型の地域活動や中心市街地を活性

化させるためのイベント・祭りが重要な手法(1)として

位置づけられているが，地域活動やイベントに参加し

住民参加する一連の段階の中でどのようなきっかけで

参加に至るかのプロセスについて述べられている研究

は必ずしも十分ではない．そこで本研究では，地域活

動に不参加の住民がどのようなきっかけで参加するよ

うになり，その後どのようにして定着していくのか，

その過程・要因を明確にし，それぞれの段階に応じた

参加までの働きかけ方を提案することを目的とする． 

2．本研究における住民参加の考え方 

 住民参加の段階を表現した初期のものとして，米国

の社会学者シェーリー・アーンスタインによる「住民

参加のはしご」がある．しかし，日本における住民参

加と照らし合わせたときには必ずしも適切な段階であ

るとは言えず，また，時代も経過して現状にはそぐわ

なくなってきた．さらに，実際には，地域活動に参加

するまでに至っていない住民も存在し，一連の段階と

することで，不参加から参加への過程・要因を捉えや

すくなる．そこで，本研究では，表１に示すように，

2 段階の「不参加」を加え，改めて 8 段階とした(2)． 

表 1 本研究で用いる住民参加の考え方 

 

 その上で本研究では，住民参加の取り組みに不参加

の住民が，参加・定着に至るまでの表中 1～5 の段階で

ある「不参加」，「行政＞住民の参加」を対象とした． 

3．住民参加実態を知るための調査方法 

 住民参加の最初の段階は，地域への関心を持つこと 

 

 

であると考え，その重要なきっかけとして地域イベン

トなどへの参加を想定した．そこで，住民が身近に参

加できるものとして，平成 30 年 11 月 3 日(土)，4 日

(日)に福井県大野市で開催された越前おおの小京都物

産五番まつりをとりあげ，その来場者に対してヒアリ

ングによる実態調査を行い，来場きっかけや次回以降

参加意向を聞いた．この祭りは五番通り商店街で行わ

れ,住民と地域,イベントが交流することで地元の良さ

を再発見するイベントである (3)ことからここでは「地

域交流型」のイベントと呼ぶこととする． 

4．来場回数別の参加理由からみた過程・要因 

 ヒアリング調査の結果 2日間で 110サンプル取得し，

男性が 45 人(40.91%)，女性が 65 人(59.09%)であった．  

(1)来場回数による来場きっかけの違い 

 イベントに来場するきっかけを来場者に回答を求め

たところ，図 1 に示すように，来場回数が増加するに

つれて来場きっかけに変化が生じることが分かった． 

 

図 1 来場回数別イベント来場きっかけ 

回答数の多かったものは，A1「活動の存在を知った」，

A2「活動の内容を知った」，B1「活動に対する興味を

持った」，E「毎年来ているから」である．来場回数が

3 回までの来場者は活動が行われていることを外部か

ら知って来場に至るケースが多いが，4 回以上の来場

者は毎年来ているからと回答し，習慣化していること

がわかった．この結果から，初めて来場した人を「初

回」，来場回数が 2～3 回の人を「複数回」，来場回数 4

回以上の人を「習慣化」として，来場回数に基づく分

類を行った． 

 

 

8 住民によるコントロール 住民を行政が支援する
7 住民主導 住民がまちづくり活動の主体となり,行政を牽引している

行政＝住民 6 パートナーシップ 住民と行政との協議・決定権の共有
5 行政主導の住民参加型 住民参加型のイベント
4 意見可能 住民に意見を聞いてくれる場がある
3 意見不可 形式的住民参加
2 不参加 住民に参加願望有り
1 不参加 住民に参加意思・願望無し
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(2)参加から定着に至るまで 

 本研究の調査では，次回以降参加意向を「全然そう

思わない=1」，「そう思わない=2」，「どちらでもない=3」，

「そう思う=4」，「とてもそう思う=5」の 5 段階とし，

次回以降参加意向 1，2 を「離脱」，5 を「定着」とし

た(2)．「不参加」から「初回」に至るまでは，活動の存

在を知ることや知り合いに誘われて来場することが大

きな要因となっている．  

 

表 2 習慣化に至るまでそれぞれの確率 

  初回から複数回 複数回から習慣化 

離脱確率 3.92% 9.10% 

定着確率 31.37% 54.55% 

複数回,習慣化 

来場理由 

1.A1(40.91%) 

2.B1, C2, D1, 

 D2, E(9.09%) 

1.E(64.86%) 

2.A1(13.51%) 

3.D2(8.11%) 

表 2 に示すように，「複数回」から「習慣化」に至る

流れでの定着確率は 54.6%であり，「初回」から「複数

回」に至るまでの 31.4％と比較して増加しており，こ

の範囲においては，来場回数が増加するにつれて次回

以降参加意向が増加することが分かる．また，年齢が

高まることでも定着率が増加することを確認している．

一方で，離脱確率についても，定着確率ほどではない

が来場回数に応じて増加しており，その相対的な関係

が定着総数に影響を及ぼすことが考えられる．なお，

年齢などその他の属性では離脱に関する傾向は見当た

らなかった． 

初回から複数回に至る流れでは来場回数はばらつい

ており大きな傾向はなかったが,定着を選択した住民

から定着理由を聞くと「普段来ない街の雰囲気に惹か

れた」など商店街が持つ特性が参加を促すきっかけに

なっていることが分かる.しかし離脱を選択した住民

は「別の目的のついでに来た」ため次回以降が不明瞭

であり,こういった来場者をどのように定着させるか

が 1 つの課題と言える. 

複数回から習慣化に至る中では E,A1 に次いで D2

「健康のためなど外に出るきっかけとなった」が多く,

習慣化している来場者はイベントの内容よりもイベン

トに参加する気軽さに重きを置いていることが分かる.

習慣化からその後でも同じことが言え ,離脱確率が

2.70%，定着確率は 86.49%と高く，外出のきっかけと

なることが定着理由となっている. 

出店者との情報交換や会話等の交流,散策や雰囲気

を楽しむ場として認識されているフリーマーケット(4)

や,イベント終了後に商店街利用店舗の拡大が期待出

来るバルイベントも「地域交流型」イベントと同じく

イベント参加への気軽さが来場きっかけとなっている

と言える.大野市は他イベントにて高齢者に偏った年

齢層を,若年層やファミリー層を増やすために企画を

変化させた過去があるため,「地域交流型」というイベ

ント種類を変えずに来場者層を変えるにはこれらを参

考にすることも有効である. 

5．結論 

地域交流に触れることによって住民参加の初期のき

っかけとなるイベントへの継続的参加要因をその回数

による分類することができ,それぞれに特徴が存在す

る. 「習慣化」の先には年齢層の変化や家族構成の変

化に伴う離脱も考えられるが，大野市はそういった離

脱に対し，新しい層を入れることでイベントの衰退を

防ぐことを考えており，来場への気軽さが「地域交流

型」イベントの強みであることから地域活動参加者に

他の「地域交流型」イベントを紹介することや，住民

層の変化に応じてイベントを変化させることが重要で

ある.イベントへの集客アプローチが明確になったこ

とでイベントや商店街の衰退を防ぐきっかけにはなる

が,イベントへの参加が住民参加段階を上げるきっか

けになるかは不明であるため,今後イベントへの参加

が「行政=住民」,「行政＜住民」の住民参加に繋がるか

の検討を行う必要がある. 
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